
 

 
Research on integrated evaluation method for discharge distribution 

and flood flow capacity using unsteady flow analysis 
24 26  
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Senior Researcher Keigo NAKAMURA 
   

Researcher  Yuki TAKENAKA 
 

This paper aims to indicate and discuss the future directions about the study on river course design 
and management based on evaluation of flood flow capacity using unsteady flow analysis. Flood 
observation, flume experiment and numerical simulation were conducted in order to estimate the 
applicability of analysis and measurement methods concerning flood wave propagation. 
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河川汽水域における流動・物質動態評価手法の適用性に関する研究 

Research on the applicability of the evaluation method of flow and material dynamics in riverine estuary. 
（研究期間 平成 25～26 年度） 

 
河川研究部 河川研究室 室長 服部  敦 
River Department Head Atsushi HATTORI 
River Division 主任研究官 中村 圭吾 

Senior Researcher Keigo NAKAMURA 
研究官 鈴木 宏幸 
Researcher Hiroyuki SUZUKI 
交流研究員 前田 義志 

 Guest Research Engineer Yoshiyuki MAEDA 
交流研究員 甲斐  崇 

 Guest Research Engineer Takashi KAI 
 

In this study, we evaluated the habitat of fishes and benthoses that live in riverine estuary after 
having arranged the relationship with habitation of these creature and habitat index such as reed area 
ratio or the complexity of the water’s edge, other than flow dynamics such as the mean of the water 
depth or intertidal zone width. In environmental conservation, restoration of fishes live in riverine 
estuary, it is thought that the value of the change point that habitation fitness suddenly declines with a 
reply curve of the reliable habitation models is available as one of the target value. When it considered 
environmental conservation, restoration of the riverine estuary, it was suggested that a group 
classification of the sea mingled with fresh water area was important because the environmental 
condition that benthos chooses varies according to physical environment affecting the flow and 
material dynamics in riverine estuary. 
 
［研究目的及び経緯］ 

河川汽水域は、淡水と海水が混じり合い、潮汐等の

影響により常に変動する特殊な環境であるため、海水

性、淡水性生物に加え、汽水性生物の生息・生育する

独特な環境となっている。また、河道掘削や干潟再生

などの人為的地形改変や気候変動に伴う海面上昇の影

響を大規模かつ複雑に受ける環境でもある。このよう

な特殊な環境である汽水域において、様々な側面から

影響を検討・把握する手法が必要とされている。しか

し、河川汽水域におけるこのような手法の知見の蓄積

は、一般的な河川区域と比較して不十分である。 
本研究では、河川汽水域を対象として、河川事業に

伴う河道掘削や自然再生に伴う干潟再生などの環境改

変によって生じる生物への影響を定量的に評価するた

め、汽水域の魚類や底生動物を対象として平均水深や

潮間帯幅等の流動環境の他、ヨシ原面積割合や水際の

複雑さ等の生息場に関する指標との関係性を整理し、

汽水域生物の生息環境の評価を行った。 
［研究内容］ 

1.汽水性魚類の生息適地モデル 

汽水性魚類の生息適地モデルは、直轄河川 103 水系

の汽水域地点を対象に、魚類の生物地理を考慮したモ

デルとするため、水系毎の魚類データを用いて

TWINSPAN 分析によりグループ分けを行った上でグル

ープ毎に作成した。モデル作成の対象魚種および環境

データは、データ数、生態知見や事前検討結果などを

踏まえて絞り込みを行った。モデル作成手法は、一般

化線形回帰モデル(以下 GLM)、ランダムフォレスト

(Random Forest、以下 RF)、マックスエント(MaxEnt、

以下 ME)の 3 手法とし、作成されたモデルにより魚類

の生息と環境データとの関連性を解析すると共に、そ

の種の生息環境の選好性の定量的に評価した。 

2.河川汽水域における底生生物の生息特性 

河川水辺の国勢調査(底生動物)における汽水域の定

量調査結果をもとに調査地点の標高、横断面形状と潮

汐の関係を把握した上で、河川別の出現種を用いて全

国の河川をグループ分類し、グループ毎に底生生物の

在･不在と生息場の物理環境特性の関係について統計

学的手法を用いて整理し、底生生物の生息場の環境特

性を把握した。 
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［研究成果］ 

主な研究成果の概要を以下に示す。 

1. 汽水性魚類の生息適地モデル 

TWINSPAN 分析により、103 水系の河川汽水域は、九

州及び瀬戸内海から伊勢湾や東京湾に位置する水系

「内湾･汽水性強型」、西日本の日本海側及び中部から

東北の水系「外洋・汽水性弱型」、本州最北端の馬淵川

と北海道の水系「北海道型」の 3 つに区分された。 

生息適地モデルは、「内湾･汽水性強型」と「外洋・

汽水性弱型」の区分について、区分毎の対象魚種が 14

種、12 種、環境データが水系別 4 項目、キロポスト別

7 項目を選定し、3 手法を用いて 52 モデルが作成され

た。その結果、3 手法で同じ傾向を示す結果が得られ、

生態特性とも一致する信頼性の高い 20 モデルを作成

できた。寄与率の高い環境データは、水系別では、エ

ネルギー平均波高、塩分、ヨシ原面積割合、キロポス

ト別では、河口からの距離、水際の複雑さ、ヨシ原面

積割合、平均水深、潮間帯幅であった。 

モデルの妥当性を確認するために、モデルの応答曲

線と対象種の生態情報との関連性を解析した。その結

果、汽水性のハゼ類は、水際の複雑さが複雑なほど、

また潮間帯幅が広いほど生息適性が高くなっていた。

一般的に水際が複雑な場所は、河岸勾配が緩やかで，

相対的に浅場や潮間帯も広いと考えられることから、

本結果と整合している。他の魚種においても、このよ

うに説明変数と生態情報の関連性が高いことから、こ

こで作成された信頼性の高いモデルは妥当であると判

断できる。 

次に、魚種別の生息環境の選好性についてモデルの

応答曲線から定量的に評価した。例えば、キロポスト

別のモデル作成結果からトビハゼの生息適性は、3 手

法ともヨシ原面積割合とプラスの対応関係にあったこ

とから、干潟やその後背のヨシ原を利用する生態特性

と一致しており、信頼性も高いものと考えられる。図

-1に示す3手法のヨシ原面積割合の応答曲線から判断

すると、応答曲線が急激に変化する変化点の値は、0.1

～0.2 であった。これは、河道面積に対するヨシ原面

積の割合が 0.2 以上になると、トビハゼの生息適性が

高くなることを示している。このように、モデルの応

答曲線から生息適性が急激に落ちる変化点の値は、環

境保全・再生上の目標値の 1 つとして利用できると考

えられる。 

 

 

 

 

 

2. 河川汽水域における底生生物の生息特性 

底生生物の生息環境の視点から河川汽水域の環境を

評価するために、河川汽水域に生息する主要な 4 分類

群(巻貝類・二枚貝類・ゴカイ類・エビカニ類)を中心

に、バランスを考慮して評価対象種 24 種を選定した。

また、底生生物の選好する環境条件が河川によって異

なる可能性があるため、河川別の出現種を用いて、

TWINSPAN分析を行い全国の河川を6つのグループに分

類し、分析した。 

TWINSPAN 分析の結果

から、河川汽水域の代表

的なグループとして、低

塩分の汽水環境の「G3」、

潮汐差が中程度で都市河

川の泥質干潟に形成され

る汽水環境の「G4」、潮汐

差が中程度で砂泥質干潟

に形成される汽水環境の

「G5」について、対象 24

種の出現状況と物理環境

との関連性を正準相関分

析(CCA 分析)により分析

した。その結果、G3 では、

対象種はコメツキガニや

ソトオリガイ等の「干

潟・浅場に依存する種」

とカワザンショウガイや

ケフサイソガニ等の「ヨ

シ原等の水際に依存する

種」に分かれ、前者が河

岸勾配や干潟面積割合等、

後者は自然水際率やヨシ

原面積割合等の物理環境

との関連性が示された。

G4 や G5 でも同様に底生

生物の生息と物理環境との関連性が示され、これらの

グループ毎に底生生物の生息に寄与する物理環境が

異なることが明らかとなった。 

このように、底生生物が選好する環境条件は汽水域

の流動や物質動態に影響を与える物理環境により異

なり、汽水域の環境保全・再生を検討する場合は、汽

水域のグループ分類が重要となることが示唆された。 

［成果の活用］ 

本研究で得られた成果および知見については、河川

汽水域における河川改修に伴う影響評価・環境保全措

置、自然再生に必要な整備内容を具体的に検討する際

に活用できる。 

図-2 対象 24 種の在･不在データ

と物理環境の関係(グループ別) 
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図-1 説明変数の応答曲線(トビハゼ) 
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Research on the rational river channel management by nation-wide macroscopic calculation of effort and effect 

24 26  
 

    
River Department Head Atsushi HATTORI 
River Division   

Senior Researcher Keigo NAKAMURA 
  

Researcher Yuki TAKENAKA 
 

In this study, we calculated channel capacity and tree volume in the river from cross-sectional surveying to 
estimate management effort. As a result, we found the increase in channel capacity is slowdown in recent years. 
Moreover, we analyzed the river channel excavation and tree harvesting and clarified the effort and effect of each 
river management. Next, we studied the causes of river revetment damages, and found the characteristics of the 
damage-prone river channel. Using these results, a flowchart for estimating the damage risk was created and used 
to identify the high risk area in the river corridor. 
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The assessment for the effects of patrol, inspection or repair of a river levee 

24~26  
 

    
River Department Head Atsushi HATTORI 
River Division   

Senior Researcher Hirotoshi MORI 
  

Researcher Naoki FUKUHARA 
  

 Guest Research Engineer Daisuke SHIMOKAWA 
 

Inspection or patrol plays an important role in the condition monitoring of river levees in Japan. The 
analysis of data obtained in the inspection or the patrol was attempted for the rationalization. The results 
depicted the relation between the faults, the failure and the characteristic of river levees. The prioritizing of 
the section for patrol and inspection is proposed by the relation of the failure and the characteristic of river 
levees. 
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Management Method for Flood Control Facilities 

25 26  
 

   
River Department Head Atsushi HATTORI 
River Division   

Senior Researcher Hirotoshi MORI 
  

Researcher Naoki FUKUHARA 
  

 Guest Research Engineer Daisuke SHIMOKAWA 
 
 

The management method for flood control facilities in a foreign country, such as The UK, The USA, 
Australia, Germany, France and Netherlands were investigated. It was confirmed that patrol and 
inspection method for flood control facilities was mainly carried out by visual observation. Those results 
were accumulated by the database in each country. In a part of country, the data visualization was 
carried out for building the management strategy was made using those data. 
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粒子法による河川堤防のパイピング現象の解析 
Numerical analysis of river levee failure with piping by the SPH method 

（研究期間 平成26～28年度） 

河川研究部 河川研究室 室   長  服部  敦 
 主任研究官   森  啓年 

  研 究 官   福原 直樹 
 交流研究員 倉田 大輔 
 交流研究員 下川 大介 
［研究目的及び経緯］ 

平成 24 年 7 月に発生した矢部川の堤防決壊は、基礎地盤のパイピングにより発生したものと考えられる。パイピン

グは堤内地のガマのように出水時にしばしば発生するものであるにも関わらず、堤防決壊という大規模な被災に至る詳

細なメカニズムや発生条件はいまだ不明な点が多い。 
本研究は、堤防のパイピングによる進行性破壊時における挙動を、シミュレーション可能な解析プログラムの開発を

行うものである。具体的には、粒子法の一種である SPH 法を利用し、従来の解析手法では困難な堤防の進行性破壊に

よる大規模な被災を、土-水連成理論を考慮した上で再現することを目標とする。 
平成 26 年度は、平成 25 年 7 月に発生した子吉川の堤防被災の再現解析を粒子法により実施し、現場の開削調査結果

と比較することで進行過程を推定するとともに、SPH 法を河川堤防に適用する際の課題を整理した。その結果、堤内

地盤の強度低下を仮定することで、同時にすべりと噴砂が発生する進行過程が計算され、開削調査で観察された地盤構

造の特徴を再現することができた。一方、地盤の強度や大変形時のモデル化等については、現状では適切なモデルがな

く、今後の課題であることが示された。 
 
 
 

災害調査を活用した技術基準の改訂検討 
Revision of technological standard based on lessons learned from disaster investigations 

（研究期間 平成20年度～） 

河川研究部 河川研究室 室   長 服部  敦 
 主任研究官 中村 圭吾 
  研 究 官 小林 勝也 
［研究目的及び経緯］ 

河川管理施設の被災メカニズムを解明して得られる技術的知見は、各種基準類の改定を検討する上でベースとなり、

これらの情報を蓄積・共有化することは重要である。本検討は、災害が発生した際に、国土技術政策総合研究所の専門

調査団が現地災害調査を行い、被災の原因やメカニズムを推定した結果を後日実験等により検証を行い、その検証結果

や新たに収集した知見を活用し、最新の技術基準として、各種基準類の改訂の検討を行うものである。  
平成 26 年度は、気中において、コンクリート平板供試体の摩耗量が衝突する際の礫の運動エネルギーを確認したう

えで、急流河川に設置される落差工を想定し、礫が水叩きに衝突し摩耗するメカニズムと、この時の摩耗量を推定する

手法を提案するため、所内の実験水路に落差工の模型を設置して、水路上流から礫を投入した水路実験を行い、水叩き

コンクリートの摩耗量の計測を行った。この計測結果を用いて、衝突時の礫の速度や衝突角度を考慮した水叩きコンク

リートの摩耗量推定式を検討した。 
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河川堤防の津波対策に関する研究 
Research on countermeasures against tsunami run-up in river 

（研究期間 平成24年度～27年度） 

河川研究部 河川研究室 室   長 服部  敦 
 主任研究官 森  啓年 

 研 究 官 鈴木 宏幸 
                    研 究 員 中村 賢人    
［研究目的及び経緯］ 

東北地方太平洋沖地震津波による沿川での津波被害を受けて、河川津波対策が洪水・高潮と並んで計画的に防御対策

を検討する対象と位置づけられた。本研究は、河川津波対策として堤防高や堤防構造等を個々の河川条件に応じて決定

するための検討手法を整理し、技術基準としてとりまとめることを目的としている。 
平成26年度実験は、北上川を対象とした縮尺1/330の大型水理実験模型を使用し、津波遡上時の河道内の水位・流速

等が、津波の波高や周期、河道形状、河川流などの変化によって、どのような影響を受けるかを調べた。その結果、河

道内の流量が津波遡上現象へ顕著に影響を与えることを把握した。また、直交座標10mメッシュ、直交座標2mメッシュ、

一般曲線座標の3種類の計算格子を用いて実験の再現解析を実施し、津波遡上計算結果の差異を把握した。 

 

 

 

河川管理のための環境資産（アセット）の評価・目標に関する研究 

Research on environmental target for river management 
（研究期間  平成25～27年度） 

  河川研究部  河川研究室 室 長 服部   敦 
 主任研究官 中村  圭吾 
 研 究 官 鈴木  宏幸 
 交流研究員 前田  義志 
 交流研究員 甲斐   崇 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、河川における実践的な環境管理に資する合理的･定量的な手法を開発することを目的としている。水系単位

で河道物理環境と生物指標を整理し、環境管理に必要な情報把握・評価手法や統計モデル等を開発するとともに、代表

河川において検証・分析することによって、実効性の高い河川の環境管理手法を検討するものである。 
本年度は、雄物川、多摩川、遠賀川の 3 河川を対象に、水系において相対的に良好な河川環境が存在する場（以下、

「良好な場」と呼ぶ）を分析・評価するツールを開発した。ツールは河川環境の定量的な調査成果データを見える化す

るシート群である。シートは 3 種類を一連とし、(1) 縦断方向に環境管理の基本単位を区分する「区分シート」、(2) 各
基本単位の目標である「良好な場」を選定する「選定シート」、(3) 「良好な場」を手本として評価し持続的に記録する

「管理シート」により構成されている。シートには昨年度に研究した生息適地モデルも評価基準として取り込んでいる。

また、本シートにより縦断的な環境分布状況が認識できるため、状態監視による予防保全にもつながると考えている。 
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災害復旧等における多自然川づくりに関する調査 

Research on river restoration for post-disaster river works 
（研究期間 平成25～27年度） 

 河川研究部 河川研究室        室   長 服部  敦 
 主任研究官 中村 圭吾 
 研 究 官 鈴木 宏幸 
 交流研究員 前田 義志 
 交流研究員 甲斐  崇 

［研究目的及び経緯］ 

本研究は、良好な河川環境保全のため、治水の面から早急な対応が求められる被災箇所の復旧においても自然環境に

配慮できるよう、激特事業や災害助成事業等における多自然川づくりのあり方について技術的検討を行っている。 

本年度は、中小河川における今後の災害復旧時や河道計画策定時等に有用な情報を提供するため、河川で護岸が設置

された箇所（調査区）とその近傍の自然河岸（対照区）について、植生や周辺の物理環境、河岸の景観等の調査を実施、

分析した。この結果、調査区の植生は対照区と比較して明確な変化が見られ、工事による護岸周辺の開空率・日射量・

水分量等の物理環境の変化がその要因となっていることを把握し、調査区の上部において、既存の植生、樹林を可能な

限り保全することが、その地域本来の植生の回復、周辺環境との調和に重要であることがわかった。 
 
 
 

河川技術に関する研究開発 
Research and development on river improvement technology 

（研究期間 平成21年度～） 

 河川研究部 河川研究室  室   長 服部   敦 
  主任研究官 佐渡 周子 
       海岸研究室                         室   長 諏訪 義雄 
       水循環研究室                        室   長 川崎 将生 
       水害研究室                         室   長 伊藤 弘之 
 
［研究目的及び経緯］ 

河川行政における技術政策課題を解決するため、産学のもつ先端的な技術を積極的に活用し、産学官連携による技術

研究開発を促進することを目的として、「河川砂防技術研究開発制度」（平成21年より本省水管理・国土保全局に設置）

を実施している。国土技術政策総合研究所では、本制度の方針の検討及び応募課題審査にあたっての技術的意見付与、

および採択された研究課題の委託を行っている。 

 平成26年度は、「河川堤防の安全対策に関する技術研究開発」、「都市等流域の浸水状況の予測等に関する技術研究開

発」、「堤防及び河川構造物（コンクリートまたは鋼構造物）の点検・診断の高度化技術研究開発」、「洪水予測技術の研

究開発」、「海岸保全施設の被災メカニズムの解明に資する技術研究開発」、「津波河川遡上及び浸水解析手法に関する技

術研究開発」、「サンゴ等を活用した海岸保全手法に関する技術研究開発」について、委託研究を行った。 
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河道に関する基盤情報の拡充 
Improvement of River Base Computerization System 

（研究期間 平成25～26年度） 

 河川研究部 河川研究室 室   長 服部   敦 

   主任研究官 佐渡 周子 
 
［研究目的及び経緯］ 

国土交通省では、国土の保全や地域社会の安全性を持続的に確保していくための河川や河川管理施設等の一層の効率

的・計画的な管理等を推進している。本研究は、河道に関する基盤的なデータを整理・蓄積し、河川整備や河川管理等

の検討に利活用することを目的としている。 

本年度は、昨年度構築した、各種河道データが登録でき、登録データから縦断図、横断図等の作図、出力等が可能な

データベースシステム「河川基盤情報化システム」について、土砂収支関連機能の追加や、管理機能、利用機能の改良

等を行い、実務で利用できるよう各地方整備局等に導入した。 

 

 

 

総合的な土砂管理による河道への影響評価に関する検討 

Research on the impact evaluation on river bed sediment and structure by integrated sediment management. 
（研究期間 平成26～28年度） 

 河川研究部 河川研究室  室   長 服部  敦 
               主任研究官 中村 圭吾 
               研 究 員 中村 賢人 
  交流研究員 舛屋 繁和 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、河道の整備・管理を効率的に進めるために、総合的な土砂管理による河道への影響を把握することを目的

として、基礎的検討を実施している。 
本年度は、本研究では、全国一級水系を対象として、砂利採取が概ね規制された後の近年 10～15 年程度の土砂収支

を粒径集団別に整理し、河道からの直接土砂搬出（砂利採取＋河川工事による土砂の搬出入）が河道の変化に与えた影

響を評価した。その結果、直接土砂搬出が河道容積の増加に大きく寄与していることが示されほか、直接土砂搬出を行

わなかった場合、河道容積が年間 0.3％以上減少する可能性がある水系、年間 0.5%以上増加する可能性がある水系が散

見された。 
 
 
 

河川環境データセンターサービス提供 
Development of River Environment Database System 

（研究期間 平成22年度～） 

 河川研究部 河川研究室      室   長 服部  敦 
  主任研究官 中村 圭吾 
  研 究 官 鈴木 宏幸 
  交流研究員 前田 義志 
  交流研究員  甲斐   崇 
［研究目的及び経緯］ 

国土技術政策総合研究所は、国土交通行政に関する諸情報の管理・活用の拠点としての役割が期待されるようになっ

てきている。当研究は、河川水辺の国勢調査等の河川環境に関するデータを整理・蓄積し、河川環境に関する研究や河

川管理の実務に利活用することを目的としている。 
本年度は、河川環境に関する情報を一括して管理、表示する河川環境管理データベースを、別途構築中の河川基盤情

報化システムで整備している河川のセグメント区分や距離標のデータを読み込み、表示できるよう改良し、河川に関す

る情報の統一化と相互連携を深めた。 
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河川技術共同研究（河川生態分野） 
Research and development on advance river improvement and management methods (River Ecology) 

（研究期間 平成21年度～） 

 河川研究部 河川研究室  室   長 服部  敦 
  主任研究官 中村 圭吾 
  研 究 官 鈴木 宏幸 
  交流研究員 前田 義志 
  交流研究員 甲斐  崇 
［研究目的及び経緯］ 

河川が本来有する自然環境を活かした河川管理に必要な知見である河川の持つ物理的・科学的特徴と生態環境との関

連性について、種々の研究が進められてきた。このような中で、河川工学と生態学の研究者が協働して、河川生態に焦

点を当てた河川生態学術研究が行われ、多くの研究成果が得られている。また、全国の地方整備局等で行われてきた多

自然川づくりや自然再生事業から河川生態に係る多くの研究・検討、調査成果が得られつつある。 
本年度は、昨年度試作した河川環境管理データベースに、水辺の国勢調査結果の、過去（1 巡目～3 巡目）の調査結

果を整理、格納した。この結果を活用することで、データベースの Web システム上で河川環境の経年変化を図化、表

示させることができるようにした。またこれらの調査結果に物理環境情報（瀬・淵の面積、セグメント区分等）を組み

合わせ、直轄河川における生物数の経年変化や在・不在に関する図表を作成、ダウンロードできる機能を追加した。 
 
 

河川環境等を考慮した河道計画のあり方に関する検討業務 

Research on the river planning for river ecosystem 
（研究期間 平成25～27年度） 

 河川研究部 河川研究室 室   長 服部   敦 
  主任研究官 中村 圭吾 
  研 究 官 鈴木 宏幸 
  交流研究員 前田 義志 
  交流研究員 甲斐   崇 
 

［研究目的及び経緯］ 

河道計画においては、治水安全度の確保や維持･管理のしやすさなど河川工学的視点だけではなく、河川環境の整備と

保全など生態学的視点も重要視され、これらを両立させることが重要である。しかしながら、河川環境を保全するにあ

たり具体的に生物の生息・生育場の量や質を数値として定量的に把握し、評価する技術が十分な水準にないのが現状で

ある。本研究では、河川環境を考慮した河道計画に資することを目指し、河川環境の状態を定量的に把握・評価する手

法の開発を目的としている。 
本年度は、流域の環境管理と一体となった河道計画に資する知見を得るために、河川水辺の国勢調査(鳥類)データと

緑の国勢調査(現存植生図)データを活用し、流域を含めた鳥類の生息適地評価を統計モデルにより検討した。その結果、

河道内で確認された鳥類の生息は、河道内環境と周辺環境のいずれが重要な生息要因となっているのか、係数の大小か

らその相対的重要性を統計的に評価できることが示された。このことは、流域を含めた視点からどのような河道計画、

河川環境管理を行っていけば良いかを検討する材料になると考えられた。 
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気候変動下の河川の氾濫被害低減効果評価手法に関する調査 
Research on evaluation method for effect of riverine flood damage reduction measures under the global climate change. 

（研究期間 平成26～27年度） 

河川研究部 河川研究室 室   長 服部  敦 
 主任研究官 板垣  修 

  研 究 官 小林 勝也 
  研 究 官 竹中 裕基 
［研究目的及び経緯］ 

本調査は、気候変動の影響による将来の豪雨・洪水の増大予測を踏まえ、整備水準を上回る規模を含む様々な規模の

洪水を対象として、氾濫被害発生に係る不確実性を可能な限りモデル化することにより氾濫リスク（氾濫生起確率と氾

濫発生時の被害の積）の効果的な低減対策を検討する手法（平成 25 年度提案）を実河川に適用するための具体的手法

を確立することを目的とする。 
平成 26 年度は、国土交通大臣直轄管理本川区間を念頭に設定した 2 モデル河川において、流域で実施しうる各種氾

濫被害低減対策（河道流下能力の向上、降雨予測に基づくダム操作、戦略的河道管理、住まい方の工夫、特定緊急水防

活動の高度化、避難促進策）について、気候変動の影響により将来海面水位が上昇しうることを考慮しつつ、対策ごと

の被害低減効果を同効果発揮に係る不確実性の幅を含め試算・検討した。本検討により、各種対策を組合せた氾濫リス

ク低減対策検討手法を実河川に適用するための具体的手法を開発した。 
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Research to revise the manual for design of artificial reef 

25 26  
 

    
River Department Head Yoshio SUWA 
Coast Division   

Senior Researcher Kenji NOGUCHI 
  

 Guest Research Engineer Eisuke NAKAMURA 
 

Artificial reef is a submerged mound-type structure that applied the phenomenon that waves are 
broken when the depth of water is shallow and wave height is lowered.  As there were no manuals to 
physical model test for stability review in armor blocks, we made several regulations for the test. 1.The 
disaster standard for "armor block works" of artificial reef was defined as a single armor block moving. 
2.The depth of installation was defined to be within the breaker zone, which is close to actual condition. 
The manual for physical model test for stability review will be published as Technical Note of NILIM in 
fiscal 2015.  
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Research on essential wave disturbance for maintaining the seashore ecosystem 
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Research on elucidation of the function that the mixed ratio between sand and gravel forms the beach structure 
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Creation of tsunami disaster prevention regions using natural and regional infrastructures 

   
   
   

 
26

 
Research on Verification Methods and Improvement on Performance of Shore Protection Facilities against Tsunamis 
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Research on Coastal Dike Structures against Tsunamis 

   
   
     

Study on environmental conservation in the riverine estuaries damaged at large-scale 

                     
   

 

 
 
 
 

 
Research for Numerical Model Simulation to estimate the Performance of Sediment Transportation Control by Artificial 
Reef  
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Research on the assumptions of storm surge inundation 

   
   

 
Research on Method of Coastal Prevention using Coral Ecosystem 
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流域内水循環における雨水利用効果に関する研究 
Research on the effect of rain water use in a drainage-basin water cycle 

 
（研究期間 平成 25～26 年度） 

河川研究部     水循環研究室     室長  川﨑 将生 
River Department  Water Cycle Division          Head  Masaki KAWASAKI 
                                 主任研究官    西村 宗倫 

Senior Researcher Sorin NISHIMURA 
 
In this research, we developed the rain water use model and included it in the water cycle analysis model. And 

we evaluated the influence of the water cycle on rain water use at the case study valley. 
 
［研究目的及び経緯］ 

今般、雨水に関しては、これまでも各家庭からビル

等での利用まで、様々な形態で利用が進められてきて

おり、昨今の気候変動等による水利用の安定性の低下

や新規水資源開発の抑制等を背景に、今後もその利用

が増加していくものと考えられる。 
しかし、こうした雨水利用が、現状においてまた将

来的にさらに普及・増加した場合に、河川流量、ダム

貯水量等流域内水循環に対してどのような効果・影響

を有するかは必ずしも定量的に評価されていない。 
そこで本研究においては、雨水利用モデルを開発し、

水循環解析モデルに組み込み、ケーススタディ流域に

おいて雨水利用の普及・増加による水循環への影響を

定量評価した。 
 

［研究内容］ 
（１）雨水利用モデルの構築 
雨水利用モデルは、家屋および事業所等の施設の屋

根に降った雨を集水した後、雨水貯水槽に導水して貯

留し、貯留した水を利用するという一連の流れのシス

テムと定義する。図 1-1 にその概念図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
個別施設毎の雨水利用形態については、図 1-2 に示

すとおり、施設の屋根等で集水した雨水流出量Ｑを雨

水貯留槽へ導水し雨水使用量Ｕが利用される。この状

況で雨水貯留槽からオーバーフローする余剰水Ｏは、

雨水側溝への排水や浸透マスへ導水し地下浸透（浸透

能を超える余剰水は雨水側溝へ流出）させるモデルと

して設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）ケーススタディ流域の設定 
 ケーススタディ流域については、地下水の適正な利

用と保全に積極的に取り組んでおり、地下水位観測網

の整備が進んでいる図 2-1 に示す福井県大野市を対象

とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

雨水使用量Ｕt（m3/日） 
（トイレ用水、散水等） 余剰水Ｏ

（m3/日）

雨水流出水Ｑ（m3/日） 

雨量Ｒ（mm/日） 

下水道 
（ 下 水
処 理 場
経 由 で
河川へ）

雨水側溝 
（河川へ）

雨水貯留槽容量 
Ｐmax（m3） 

土地面積ＡL（m2） 

雨水集水面積Ａ（=1/4ＲAなど） 
ＲA（m2）:屋根面積、e：建蔽率 

土地の浸透能 

（飽和透水係数（m/s）） 

蒸発散量Ｅｔ（mm/日）

浸透マス 

上水 

図 1-1 雨水利用システムの概念図 

図 1-2 雨水利用システムの概念図 

図 2-1 福井県大野市の位置 
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（３）雨水利用が行われた場合の予測条件 
雨水利用を行う１施設の雨水使用量の原単位は、表

3-1 に示すとおりに、施設規模（延床建築面積）と雨

水使用量の関係から設定した。なお、低層・中層住宅

については世帯人数と既存資料による 1 人当たりのト

イレ洗浄水使用量などを用いて設定した。 
１施設の雨水使用量原単位に対し、1 段タンクモデ

ルにより雨水使用量と余剰水量、雨水貯留量を 1 日単

位で計算し、雨水を効果的に利用できる雨水貯留槽の

規模を設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 また、雨水利用施設は都市計画の用途地域別に図 3-1

のように設定し、全戸で雨水利用が行われたと仮定し

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）水循環解析モデルの設定 
 本検討においては、水循環解析モデルは、流水と地

下水を完全連成で一体的に解析可能な統合的水循環モ

デル（GETFLOWS）を採用した。図 4-1 にその概念図

を示す。このモデルは、非物理的意味を持つパラメー

ターがなく。水理学の基礎方程式である質量保存則と

運動方程式の数値解析を行うものである。このモデル

に上述の雨水利用モデルを連成させ、解析を行った｡ 

 
 
（５）検討結果 

解析結果では、雨水利用施設を導入により、約

3,300m3/日の雨水使用を行い、その分、地下水揚水量

を削減する試算となった。その結果、図 5-1 に示すよ

うに、地下水位は現況再現とほぼ同じか、極わずかに

高い時期が計算される結果となった。 
これは、雨水使用により降雨の地下水涵養量も減少

したため、結果的に地下水揚水量の削減による地下水

位上昇効果が相殺されたものと推察する。 
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荒井公園
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（６）本研究の成果 
本研究は、汎用的な雨水利用モデルを構築し、福井県

大野市を対象に解析を行った。当該地では地下水利用

が盛んなため、雨水利用による水源転換として地下水

を対象としたが、雨水利用により地下水涵養量も低減

するため、雨水利用による地下水保全効果は限定的で

あることがわかった。今後、この雨水利用モデルの様々

な適用が期待される。

 

導入場所
「第一種低層住居
専用地域」と「第一
種住居地域」

「第一種中高層住
居専用地域」

都市計画用途地域
内

「第一種低層住居
専用地域」と「第一
種住居地域」、及
び「工業地域」以外
の用途地域

「商業地域」と「近
隣商業地域」

「準工業地域」及び
「工業地域」

導入数（戸、棟、施設） 9,030 330 7 7 4,670 16

1施設あたり集水面積（m2） 50 300 930 380 50 1,480

1施設あたり敷地面積（m2) 240 500 125 22,000

全導入雨水集水面積（m2) 451,500 99,000 6,510 2,660 233,500 23,680

全導入敷地面積（m2) 2,167,200 165,000 583,750 352,000

雨水貯留施設(m3） 2 5 50 30 2 50

雨水使用量原単位
トイレ＋散水

0.235m3/棟・日
トイレ＋散水

3.72m3/棟・日
3.26m3/日 1.59m3/日

トイレ＋散水
0.235m3/棟・日

4.66m3/日

商業施設 事業所・工場低層住宅 中層住宅導入施設 学校 公共施設

表 3-1 施設毎の雨水使用量の原単位 

九頭竜ダム
統合管理事務所

凡例

低層住宅 9,030戸

中層住宅 330戸

学校 ７校

公共施設 7施設

商業施設 4,670戸

（低層住宅とみなす）

事業所・工場 16箇所

図 3-1 雨水利用施設の設定 

表 4-1 水循環解析モデルの概念図 

図 5-1 雨水利用の有無による地下水位への影響 
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Research on appropriate groundwater management groundwater 

24 26  
            

River Department  Water Cycle Division      Head  Masaki KAWASAKI 
                                  

Senior Researcher Sorin NISHIMURA 
 
This research is research on appropriate groundwater management for the maintenance and promotion of 

healthy water cycle. 
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水災害に対する観測・分析・予測技術の開発及び導入等 
Development and implementation of observation, analysis and prediction technology for water-related disasters 

（研究期間 平成26～30年度） 

河川研究部 水循環研究室 室   長 川崎 将生 
 研 究 官 土屋 修一 
 研 究 官 猪股 広典 
 研 究 官 山地 秀幸 
河川研究部 水害研究室 室   長 伊藤 弘之 
 主任研究官 大沼 克弘 
 研 究 官 細田 悟史   

［研究目的及び経緯］ 

近年、集中豪雨や局所的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）による水災害や土砂災害が増加する傾向にある。その一方で、

様々な水災害に対し確実な防災・減災を図るための災害・予測情報の共有や活用が十分でない。そこで、本研究では、

次世代レーダによる雨量情報や降雨予測情報を、実用的な河川水位予測、浸水予測情報に翻訳し、リアルタイムで提供

するための研究開発及びシステム構築を行う。 

H26 年度は、神田川及び石神井川流域を対象に、河川、下水道水理解析及び氾濫解析モデルを統合し、内水・外水氾

濫を一体的に扱える浸水予測モデルを作成するとともに、リアルタイムデータや予測計算結果等を表示するグラフィッ

ク・ユーザーインターフェイスを作成した。また、河川水位予測モデルは荒川流域を対象に、分布型流出モデル、一次

元不定流モデルを用いて、極力出水規模に依存しないモデルを構築し、これに粒子フィルタによるデータ同化技術を組

み込み、精度の向上を図ることができた。 

 

 

 

河川環境データベースの活用及び適切な観測・分析方法に関する検討 

Study on observation and analysis methods and appropriate use of river environment database 
（研究期間 平成25～27年度） 

 河川研究部 水循環研究室 室  長 川﨑 将生 

  研 究 官 大谷 周 
［研究目的及び経緯］ 

 本研究は、水環境の保全・再生のために必要である、河川、湖沼等の水質保全・改善やそのための流域一体となった

連携体制の強化に資するため、経年的に蓄積されてきた水質データを活用し、水質の変化や水質に影響を及ぼす諸要因

との関係等を分析する手法の確立を目的とする。 

 今年度は、時系列の水質データから短期変動（スパイク・シフト）、周期変動、長期変動の検出を行う“水質データ簡

易分析ツール”を作成し、全国1級河川の水質調査地点（約900地点）で観測されている、BOD、T-N、T-P、SS、大腸菌

群数について分析を行った。また、この分析ツールによって検出された水質データの変化と流域の変化との関係につい

て、大和川をモデル河川としてケーススタディを行った。 

 上記の分析からわが国の河川水質の変化傾向を俯瞰すると、全国的に概ね改善、安定傾向にある一方で、北陸の一部

の水系においては月別のBOD観測値の長期的に上昇傾向であることがわかった。モデル河川においては改善傾向が示さ

れ、特に太子橋観測地点のBODに着目すると、H４～H20 の期間で大きく減少しており、下水道整備による生活系の排出

負荷量削減が水質の改善に大きく寄与したことが見出された。観測値は水温や流量といった自然条件に大きく左右され

ることから、流域の変化と河川水質の関係性についてさらなる詳細な分析を行うには、観測値とともに流出負荷量の変

化にも注意を払い分析を行う必要があることがわかった。 
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気候変動によるダム貯水池水質への影響把握 
Research on impact on the water quality of the dam reservoir by climate change 

（研究期間 平成25～27年度） 

河川研究部 水循環研究室 室   長 川崎 将生 
 主任研究官 西村 宗倫 

［研究目的及び経緯］ 

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、第 4 次評価報告書で、最も厳しい緩和（温室効果ガスの削減）の努力を

行ったとしても、今後数十年にわたり、気候変動のさらなる影響を避けられないこと、そのため、長期的な緩和ととも

に適応の取組が不可欠であることを指摘している。 
 これを受けて、国総研水循環研究室では、全国ダムのうち 4 つのケーススタディダムに対して、流域の流出・利水モ

デル、ダム貯水池の水質モデルを構築し、これに気候変動予測モデルの出力結果を入力することで、気候変動によるダ

ム貯水池の水質・水温への影響を整理するとともに、これらの影響に対する適応策を整理している。 
 
 

水理水文解析ソフト共通基盤の拡充（CommonMP） 
Improvement of Common Modeling Platform for hydraulic and hydrological analysis (CommonMP) 

（研究期間 平成22～27年度） 

 河川研究部 水循環研究室 室   長 川崎 将生 
  主任研究官 菊森 佳幹 
  研 究 官 大谷  周 
［研究目的及び経緯］ 

国土技術政策総合研究所は、平成19年度から河川・流域の様々な水・物質循環の素過程を再現することのできる要素

モデルを組み合わせて流域モデルを構成し、河川・流域の水・物質循環を解析することのできるソフトウェアである水・

物質循環解析ソフトウェア共通プラットフォーム（CommonMP: Common Modeling Platform for water-material 

circulation analysis）を開発している。また、国総研は、国土交通省水管理・国土保全局や土木学会等とともにCommonMP

の開発・普及のためのコンソーシアム（CommonMP開発・運営コンソーシアム）を結成しており、事務局としてその運営

に当たっている。 

平成26年度は、機能更新としてメモリ容量の確保と演算の高速化のためプラットフォーム本体をOSの64ビットに対

応できるよう改良した。また、平面二次元氾濫要素モデル（NILIMモデル）について、堤内地水理構造物・施設の水理

現象をシミュレーションする機能を追加するとともに、モデルが出力する浸水深データと資産データや被害率、デフレ

ーター等から被害額を算定するツールを作成した。 

上記の機能更新により操作性、利便性を高めつつ、河川事業の実務へのCommonMPの普及促進と職員の河川管理に関す

る技術力向上を目的として、国土交通大学や地方整備局で研修・講習会を実施した。 
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Ｃバンド MP レーダ初期調整業務 
Initial adjustment of C band MP radar 

（研究期間 平成25～27年度） 

河川研究部 水循環研究室 室   長 川崎 将生 
 研 究 官 土屋 修一 
 研 究 官 山地 秀幸 

［研究目的及び経緯］ 

本研究は、レーダ雨量の算定手法の高度化によりX バンドMP レーダ、C バンドMP レーダの観測技術の確立、観測精度

の向上を図ることを目的とする。 

平成 26 年度は、MP 化された C バンドレーダである高鈴、聖高原、羅漢山レーダの初期調整を行い、試験公開可能な

精度を確保した。CバンドMPレーダとXバンドMPレーダの合成雨量の配信を見据え、CバンドMPレーダの運用高度化

の検討を行い、C+X 合成雨量を 1 分間隔更新することが可能な C バンド MP レーダの運用を実証した。また、      

C+X合成雨量により、XRAINの低精度領域の精度向上を実証するとともに、XRAINの未カバー領域をXRAINとほぼ同等の

精度でのカバーを実証した。 

 

 

 

洪水予測の精度向上に関する検討 
Improvement of flood forecasting 

（研究期間 平成24～25年度） 
 河川研究部 水循環研究室 室   長 川﨑 将生 
 研 究 官 猪股 広典 
 
［研究目的及び経緯］ 

 的確な水防活動を実施する上で高精度の洪水予測が必要であるが、多くの事務所で採用されている洪水予測システム

の実測調整手法は簡易的な手法が多く、全ての洪水イベントに対して安定して精度を担保できるかが不明である。本研

究は統計理論に則った実測調整手法である粒子フィルタを洪水予測システムに適用し、予測精度向上を図ることが目的

である。 
平成 25 年度は東北の北上川流域を対象として、汎用的に用いられている貯留関数法と不定流計算を組み合わせた流

出モデルに対し粒子フィルタを組み込むことで粒子フィルタの効果を検証した。また平成 26 年度は九州の遠賀川流域

を対象として同様のモデルを構築・粒子フィルタを適用し、その効果を検証した。 
上記検討の結果、粒子フィルタを洪水予測システムに適用することで、対象河川によらず概ね全ての洪水イベントに

ついて水位の予測精度を改善できることが分かった。現在事務所において稼働している洪水予測システムの実測調整手

法を粒子フィルタに置き換えることで、現在稼働している洪水予測システムの予測精度が向上することが期待される。 
 
 

ダム水環境改善検討業務 
Improvement of River Environment by Dam Outflow 

（研究期間 平成24～26年度） 

 河川研究部 水循環研究室 室   長 川﨑 将生 
 研 究 官 猪股 広典 
［研究目的及び経緯］ 

ダムの下流河川においては、流況の平滑化や出水時のピーク流量の低下等の流況変化や、流砂量の減少が生じる。こ

れらの変化に伴って、付着藻類の繁茂や礫河原の減少をはじめとして種々の環境変化が生じることが知られている。こ

のような課題を解決あるいは緩和しようとすることを目的に、ある程度の規模の流量を意図的にダムから放流（中規模

フラッシュ放流）する試みが近年実施されている。本課題では、今後中規模フラッシュ放流を実施するダムにおいて検

討すべき技術的手順について解説した「中規模フラッシュ放流（案）」を作成した。 
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ダム操作の高度化検討 
Improvement of dam flood control 

（研究期間 平成26～27年度） 

河川研究部 水循環研究室 室   長 川﨑 将生 
 研 究 官 猪股 広典 

［研究目的及び経緯］ 

既設ダムについては、異常洪水時防災操作（計画規模を超える洪水時の操作）の開始水位の見直しなどダムの洪水調

節能力を最大限活用するための操作の方法について検討が必要と考えられている。今年度は、従来の異常洪水時防災操

作よりも洪水調節容量を多く使うことで放流量を小さくする新しい複数の操作方法を横並びで比較した。その結果、洪

水の規模やダムによって手法間の洪水調節効果が異なることが分かった。この結果は来年度作成予定のダム操作規則の

点検要領に反映させる予定である。 
 
 
 

レーダ情報を活用した流出計算の高精度化に関する調査 
Research on improving the accuracy of the runoff calculation utilizing the radar information 

（研究期間 平成25～27年度） 

河川研究部 水循環研究室 室   長 川崎 将生 
 研 究 官 土屋 修一 
 研 究 官 山地 秀幸 

［研究目的及び経緯］ 

洪水予測システムが、各地整等で導入されているが、洪水毎に精度のばらつきが大きい、水位立ち上がりやピークを捉

えられていないといった課題がある。本研究は、これらの課題を解決し実用的な洪水予測モデルを確立することを目的と

する。 

平成26年度は、洪水予測のフィードバック（データ同化）に多点水位観測データを用いることで洪水予測の精度改善を

図ることを目的とし、一次元不定流モデルと分布型流出モデルを組み合わせた洪水シミュレーションモデルを構築し、こ

れに粒子フィルタを用いて多点水位データを同化した洪水予測シミュレーションを行った。多地点水位データを同化する

ことで、1地点水位データ同化よりも、洪水シミュレーションの再現性の向上が図られるケースがあることが確認された。 
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Research on maintenance method of anchor structures 

26  
 

      
River Department                 Head   Takashi SASAKI 
Large-scale Hydraulic Structure Division    

Senior Researcher Toshiyuki SAKURAI 
   

Researcher  Masataka HAGA 
 
There are a lot of anchor structures used for Dam Projects in Japan, but the maintenance method is 
not standardized. In addition, a part of dams has the anchors that are found some deterioration. So, we 
collected and arranged a lot of technical documents related to anchor structures, and carried out the 
field inspection of anchors at two Dams. Based on the results of them, we made a draft of “inspection 
manual for anchor structures for dam”. 
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Research on the wide and rapid displacement monitoring system for land and infrastructure by Synthetic Aperture Radar 

   
   
   

 
Research on reinforcement method of dams 
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Construction of management database for dam 

   

 
Research on improvement of accuracy for designing large earthquakes 

   
   
   

Research on future directionality of management for dam 
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Research on the River Crisis Management for impulse waves by landslide 

   
   
   

 
Research on potential risk analysis of dams for reasonable risk management in basin 
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Study on appropriate evacuation and sheltering against floods for reducing human damage. 

25 26  
 

River Department     Head               Hiroyuki ITO  

Flood Disaster Prevention Division Senior Researcher   Katsuhiro ONUMA  

                                                    Researcher         Satoshi HOSODA  
 
In this study, we made the dynamic inundation analysis model using flux-difference splitting (FDS) 

technique that simultaneously solves flows in a channel and inundation flows in a flood plain. We 
applied both this model and the traditional model using the overflow discharge formula to various 
simplified geographic model and real geographic model, compared the output by this model with that 
by traditional model, and made the character of two models clear. 
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Study on evaluation method of flood damage. 

25 26  
 

River Department                              Head               Hiroyuki ITO  

Flood Disaster Prevention Division Senior Researcher   Akira YAMAMOTO  

                                                    Researcher         Satoshi HOSODA  
 

In flood disasters, various kinds of damage concerning properties, human lives, living, occur according as 
a special quality of the basin .This study is to detect a relation between the risk of flood damage and 
society indicator of basin. 
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Study on the method of monitoring and predicting flood.  

 

 
Study on the new technology that is useful for quick and right flood fighting works 
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Study on the method of surveying flood damage 
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